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個⼈向け国債の販売状況
 「貯蓄から投資へ」の流れがある中、安定的な資産形成の観点から、個⼈向け国債の販売は堅調に推移。
 現在は窓⼝のみでの販売であるため、購⼊の⼤半は中⾼年層で占めている。

個⼈向け国債の販売状況

国債購⼊者の年代内訳

 国債⾦利上昇に伴い、販売額が増加
（2023年度→2024年度で販売額は約1.4倍増加）
 ⾜元、6〜7割が固定⾦利の3年債・5年債を購⼊
（2025年3⽉債は半数以上の顧客が5年債を購⼊）
 国債の購⼊は50歳以上の中⾼年層が⼤半である

国債残⾼ 国債保有⼈数

販売額︓百万円 ⾦利︓％

4⽉ 7⽉ 10⽉ 1⽉ 4⽉ 7⽉ 10⽉ 1⽉
2023年度 2024年度

国債の保有者数
保有者数︓千⼈

46.0％

7.5％

46.5％

41.1％

11.8％

47.1％

募集⽉
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個⼈向け国債販売の課題に対する取り組み
 国債の販売が増加する⼀⽅、以下の課題も露呈

【解決策１】
 2025年5⽉19⽇からインターネットバンキング「ゆうちょダイレクト」、
スマホアプリ「ゆうちょ通帳アプリ」に個⼈向け国債の販売機能を追加
⇒既存顧客に加え、若年層の資産形成開始の⾜場の提供

（主な機能）
国債⼝座開設・・・国債⼝座（無通帳型）開設・マイナンバー登録
購⼊・・・個⼈向け国債の購⼊
各種照会・・・国債残⾼照会や取引履歴
（詳細は次⾴） （Webイメージ）

デジタルチャネル
（ゆうちょ通帳アプリ等）

【解決策２】
国債の注意事項・商品の説明動画等を活⽤を開始。
⇒説明内容の画⼀化、社員負担の軽減。

（動画イメージ）

国債購⼊時に記載いただく国債募集申込書、募集時確認票の帳票
を統合（複写化）。
⇒お客さまの記⼊負担軽減、社員の検査軽減。
※将来的にタブレット端末を使⽤した申込を検討（2026年予定）

窓⼝チャネル
（郵便局＋直営店）

個⼈向け国債販売の課題

【課題１】
販売チャネルが窓⼝のみであり、窓⼝への来店の少ない若年層による国債購⼊が少ない。
⇒お客さまからもオンラインチャネルでの取引を望む声も多い。
【課題２】
貯⾦事務と⽐較して国債は説明事項や、記⼊が必要な書類が多く、販売に多くの時間を要している。
また、販売拠点が多いため、社員への研修負担が多く発⽣している。
⇒お客さまからも書類の記⼊負担に対するご意⾒もいただいている。

約20,000の約20,000の
販売拠点

1,200万以上の
ダウンロード

1,200万以上の
ダウンロード
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個⼈向け国債オンライン対応の主な機能
個⼈向け国債の購⼊

国債⼝座の開設

顧客カード登録 銘柄選択 リスク確認 ⾦額⼊⼒ 完了

残⾼確認 取引履歴確認 書⾯の電⼦交付

⼝座開設申込 特定⼝座選択
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